
第３回公契約に関する協議会 

 

日時：令和６年１月 31 日（水）13：00 から 16：00 

場所：県庁新庁舎８階議会第４会議室 

 

□会議次第 

１ 開会 

２ 議事 

（1） 傍聴及び写真撮影の諾否の決定 

（2） 【報告】公契約条例制定県の運用状況 

（3） 【報告】労働環境報告書等の例 

（4） 【報告】神奈川県の入札契約制度の取組内容 

（5） 意見交換等 

３ 閉会 

 

□配布資料 

 資料１ 公契約に関する協議会発言要旨 

 資料２ 公契約条例制定県の運用状況 

 資料３ 労働環境報告書等の例 

  付属資料３-１ 公契約条例に係る賃金支払状況等の報告制度 

 資料４ 神奈川県の入札契約制度の取組内容 

  付属資料４-１ 「熊本県の公契約条例（熊本県の契約に関する取組方針）」と「神

奈川県」で実施している取組の比較 

 資料５ 新時代の公共調達（公契約）のビジョン 

 資料６ 神奈川県労働組合総連合ほか３団体からの要望書  

  



公契約に関する協議会発言要旨 

発言者 発言要旨（第１回） 発言要旨（第２回） 

小池会長 ○ 公契約条例の役割としては、社会的価値の実現があり、公契約条例というもの
は発注者側にも責務を示して守らせ、受注者も労働環境をきちっと守るという
ルール作りと考える。 

○ 10年前は賃金条項や労働報酬下限額などの議論が中心だったが、今はそういう
状況ではないというところは共通認識できたのではないか。 

○ 県との契約で、役務やサービスの提供等を行う人に、如何に働きやすい環境を
作るか、あるいは、公共工事や一般業務委託における高い品質を確保し、ひい
ては県民の福利に繋がっていくか、そういう方に変わってきた感じがする。 

○ 公契約の目的の、県民に対する公共サービスの「品質の確保」、「労働条件の確保」、「社会的価値の実現
に寄与する事業者の育成」、「県民生活の向上」、「地域活性化」は、県に対する責任が非常に大きい気が
する。県にしっかりと守らせるための公契約条例という面は、かなりあるのではないかという印象を持
っている。 

○ 公契約条例という名前が良いかは分からないが、県が発注する事業を通じて、社会的価値の実現として
何を実現するのか、発注者側が明確にしなくてはいけない。 

○ 条例を作ったら、それを実施するためのアクションプランを作り、ＫＰＩを定めて、どこまで達成した
か検証し、全てを県民に公開し透明な中で進めていくこと全部をひっくるめて条例化ということ。 

小島副会長 ○ 平成25年当時の協議会の結論として、最低制限価格率等の「入札契約制度の見
直しの検討」、一般業務委託に関しては「仕様の適正化、積算基準、設計単価の
ルール化の検討」が挙がったが、県が、きちんと対策をとった結果、働いてい
る方の賃金状況等も改善されてきた。 
 

 

○ 品質確保に関しては既に品確法があり、最低賃金や社会保険の加入はそもそも義務のため、それらを守
らせるためだけの条例であるならば、屋上屋を重ねることになり作る必要があるのか。 

○ 公契約条例の目的としては、「品質の確保」、「適正な労働条件の確保」、「社会的な価値の実現に寄与する
事業者の育成」があり、これらを通じ、「県民生活の質の向上」と「地域経済の活性化」に寄与すること
である。 

○ 公契約であるからには、こういう契約であるべし、県もこういうことに向かって進むべし、担う事業者
もそれを理解して協力して進めていくべしという方向性をきちんと打ち出せるものが、条例なのか、大
綱なのかともかく、指針としてきちんと形になることは意味がある。 

○ 大綱とか県が定めるルールもあり得るが、県議会が了承する条例の方が県民の理解も得やすいので、一
番ふさわしい。 

○ 条例の中で、入札をこうしなさいとか、賃金は幾らにしなさいと縛るイメージではなく、条例が何を目
指しているかというベクトルを指し示すイメージ 

矢口委員 ○ ビルメンテナンス業界は、人手不足が深刻で、実質的な時給単価は最低賃金で
は雇用できないのが今の状況である。 

 
○ 働き手がお休みすれば、誰かが補勤しなくてはならず、人手が足りなければ残

業してでもやらなければならない。働き方改革を進めるためにも、色々な形で
の体制整備等をお願いしたい。 

○ 契約履行と最低賃金を守っているか、社会保険も含めてしっかりやっているか、
実態がほど遠い事業者がいないか、出口調査をして欲しい。 

○ 品確法や社会保障、最低賃金等は当然遵守しているし、しなくてはいけない事項である。条例がなくて
もやるのが普通であれば、条例は不要。条例が無ければできないのであれば、条例は必要ということに
なる。 

○ 一番懸念することは、ビルメンテナンス業界や建設業界は深刻な人手不足であり、条例制定により労働
状況等の報告が必要になることで、働き方改革を進める中にあって、余計に社員の労働時間が増えてし
まうことである。 

 
○ 実際には、社会保険に関しては年金事務所から調査に来るし、最低賃金を割っている場合には労働基準

監督署から調査に来るので、そういった調査は別の機関でもしているので、あってもいい条例と思う反
面、なくても事業者として当たり前に守る事でもあるので、条例制定についてはどちらでもいいという
ニュートラルな感覚。 

○ 入札に参加する業者からすれば、魅力的なもの、利益的なものでなければ、応札しないだけ。 
○ 条例が悪いとは言わないが、むしろ総合評価方式や不適格業者の排除などの入札制度の検討をしていた

だきたい。 

山本委員 ○ 建設業界は、スーパーゼネコンから小さな会社まで大小さまざま。さらに、横
浜市や川崎市のような大きな市と、清川村のような村とでは業者の置かれてい
る状況は大きく違う。 

○ 建設業界の担い手不足は本当に深刻な問題であり、「建設キャリアアップシス
テム」の取組を通じ、技能者のキャリア、ステータスを上げる取組を実施する
など、この10年で建設産業の姿を大きく変えていこうと努力をしている。 

○ 最低制限価格をもう少し上げることが、真に働く方に還元されるのではないか。 
○ いのち貢献度指名競争入札といった地域への貢献性の高い業者を評価するよう

な仕組のある神奈川県の入札契約制度は日本で一番優秀だ。 

○ 慢性的な人材不足となっており、来年の2024年問題も始まり、我々の業界はここ数年が本当にヤマ場で
ある。賃金についても、最低賃金だとかでは、人が来ない状態。 
 

○ 公契約条例で制定されるような内容は既に品確法があり、条例を制定したら屋上屋になってしまうので、
今は必要ない。状況が変わればやるべきだとは思うが、拙速にやるべきではない。 

○ 非常に人手不足で、人を大事にしないといけない状況であり、そこに条例がのしかかってくると立ちい
かなくなる。 

阿部委員 ○ 昨年の春闘は２％ちょっと。今年は3.58％で、中小企業の伸びが高かった。と
ころが、県内の春闘結果は全国平均ほど高くない。 
また、業種間や一つの企業でも専門業種で差がはっきり出た。 

○ 連合は、条例制定まで言っているが、その考え方は、ILO94号の条約に基づいて
おり、賃金条項が欲しいと当初から切望している。 

○ 公契約条例をテコにしていきながら経済の好循環を招いていくことが最終的な
目標。 

○ 条例化の効果や効能を、審議会等で年に１、２回確認され、最近では台帳等作
らず、チェックリスト方式に変わってきていて、受発注間の負荷が無くなって
きている。 

○ 条例でも、規則でも、どんなものでも結構だが、作られた後にどのように運用されて、評価・検証が加
えられていくことが重要。条例を作るのであれば、審議会を求めていきたい。 

○ 10年前とは違っていて、かつては確かに、現場で働く労働者の賃金を上げて欲しいという立場だった。
今は公契約のあり方を論じていくときは「品質の確保」を一番の狙いにしていこうと発信していて、か
つてとは全然違う立場。 

○ 我々の立場からすると、賃金条項は欲しいところではあるが、目的のところに「適正な労働条件の確保」
は欲しいと思った。 

○ 今まで主張してきた条例と言う形を狙っているわけだが、ルールであっても何であっても、効果が届く
のであれば、全く形にこだわるものではない。 

 

資料１ 



公契約条例制定県における運用状況 

（「神奈川県実施調査（R5.8 実施）」及び神奈川県ヒアリング（R5.12）を基に神奈川県作成） 

 
 １ 長野県 

(平成26年４月施行) 
２ 岐阜県 

(平成27年４月施行) 
３ 奈良県 

(平成27年４月施行) 
４ 岩手県 

(平成28年４月施行) 
５ 愛知県 

(平成28年4月施行) 
６ 沖縄県 

(平成30年４月施行) 
７ 静岡県 

(令和３年３月施行) 
８ 滋賀県 

(令和４年４月施行) 
９ 熊本県 

（令和５年４月施行） 

条例及びその運用

に係る課題 

（令和5年８月実

施） 

※第１回協議会資

料から再掲 

効果検証の方法が

今後の課題 

入札契約制度の運

用面の改善 

現時点では特にな

し 

・事業者への効果

的インセンティブの

設定 

・制定効果の測定 

・施行状況及び必

要な措置の検討 

労働関係法令に関

する権限のない中

での事業者対応に

は限界がある 

条例の実効性の確

保 

効果判定や、取組

状況の把握の方法 

事業者の取組状況

の調査、取組方針

の検証方法、新た

な取組の検討など 

現時点では特にな

し 

条例制定による地

域の雇用、賃金な

どへの影響 

（令和5年８月実

施） 

※第１回協議会資

料から再掲 

 今後検証していく

事項 

  本県の条例は理

念型であり、即効

性や直接的な影響

を目指すものでは

ないため、効果検

証に馴染まない 

特定公契約の総

合評価入札で①

「奈良県社員･ｼｬｲ

ﾝ職場づくり推進企

業」登録②女性の

活躍及び仕事と子

育ての両立に係る

取組③障害者の雇

用及びその促進に

向けた取組④保護

観察対象者等雇用

⑤環境に配慮した

事業活動⑥人権意

識の向上に係る取

組の各項目の該当

状況により加点評

価しており、「奈良

県社員･ｼｬｲﾝ職場

づくり推進企業」登

録数が増加 

  条例施行による

影響については確

認できていない 

 労働者の雇用、

賃金、労働環境

は、社会・経済情

勢の変動のほか、

法令規制その他さ

まざまな要因の影

響を受けることか

ら、不明 

 労働者の雇用、

賃金、労働環境

は、社会・経済情

勢の変動のほか、

法令規制等により

影響を受けることか

ら、条例施行を起

因とする影響の有

無については検証

が困難 

未調査のため不明 令和４年４月１日よ

り施行したところで

あり、不明 

令和５年４月１日か

ら施行したところで

あるため、不明 

（参考） 

効果検証に関する

ヒアリング 

 （R５年１２月実

施） 

○大多数の自治体で、条例の効果検証が出来ずに課題と感じている。 

「理念条例は検証が出来ない」 

「数値的に改善しても、これが条例の効果によるものか判断できない。」 

「条例制定後も、今までやっている取組と変わらない」 
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労働環境報告等の例                           （各自治体の条例等を基に神奈川県作成） 

自治体名 根拠 提出書類 対象 提出時期（回数） その他 

高知県高知市 

 

高知市公共調達

条例（規制型条

例） 

 

労務台帳 工事：1億5千万円以上 

委託：500万円以上 

指定管理：全て 

契約期間に応じて変動 

（回数も変動） 

※契約期間の全ての月分を提

出 

下請け事業者の報告

書は元請事業者が取

りまとめて提出 

高知市工事請負

契約に係る労働

環境の確認に関

する要綱 

労働環境等報告

書 

工事：1,000万円以上 履行期限まで 

（１回） 

 

愛知県 

 

愛知県公契約条

例（理念型条

例） 

 

労働環境報告書 
工事：6億円以上 

委託：1,000万円以上

（清掃、警備、受付・

案内、電話交換） 

※下請及び再委託を

含む（一人親方は報酬

報告のみ） 

契約後すみやかに 

（１回） 

下請け事業者の報告

書は元請事業者が取

りまとめて提出 

 

賃金（報酬）報告 

（電子申請） 

業務着手後最初の１か月に係

る単価を３か月以内 

（１回） 

事業者毎に直接申請 

東京都江東区 江東区が発注す

る契約に係る労

働環境の確認に

関する要綱 

※公契約条例未

制定 

労働環境報告書 工事：3,000万円以上 

工事系委託：2,000万

円以上 

契約後30日以内 

（１回） 
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高知市
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住所

名称

代表者職・氏名

～ （電話・FAX）

住所

名称

～ 代表者職・氏名

（電話・FAX）

業務内容

契約期間 ～

a b c d e f g h 　（a × g）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

労働者
の種別

対象労働者氏名

契約日

工事場所

所定時間外
労働時間数

作成担当者

下請契約に関する事項

※作成者が下請負人の場合は当該下請人
及び下請契約に係る事項を右欄に記入

賃金算定対象期間

特定工事請負契約に係る業務に従事した時間数

№

工事名

深夜労働
時 間 数

算定労働時間
労働報酬
基 準 額職　　種 休日労働

時 間 数

全ての労働に係
る労働時間数
(所定時間内）

所定時間内
労働時間数

労働報酬
下 限 額 適否確認

受注者

◆労務台帳（特定工事請負契約）
契約または基本協定の締結日：令和5年１月１日以降

作成年月日

工期

台帳作成者

賃金を支払うべき日 受注者 下請負人

高知市
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様式第1号

　労働環境等報告書（工事請負契約用）    

（人） 人 内訳 正社員 人 その他 人

人 内訳 正社員 人 その他 人

人 内訳 正社員 人 その他 人

（ ）

2.交付 3.その他（ )】

　ｱ 従業員の労働時間を把握し，勤務状況を記録していますか。

　ｲ 時間外及び休日の労働に関する協定（36協定）を締結していますか。

（ ）

　ｲ 時間外，休日，深夜勤務がある場合，割増賃金を適正に支払っていますか。

　ｳ 最低賃金法に定める賃金額以上の賃金を従業員に支払っていますか。

職種：

賃金： 円／ｈ

） ）

）

（その他特記事項）

・「はい」の場合，

3．雇用通知（労働基準法第15条）

健康保険（事業所記号：

厚生年金（事業所記号：

雇用保険 (事業所番号：

令和　年　月　日

　　年　　月　　日　・ 「はい」の場合，労働基準監督署長の受領印の最新の日付

(名　　　称)

(代表者職・氏名)

　下請業者における本工事従事者数
　（下請業者が複数の場合は総数）

受　　注　　者

　ｱ 就業規則を作成していますか。（常時10人以上の労働者を使用する使用者）

　ｳ 就業規則の周知を全従業員に行っていますか。

　ｲ 作成している場合，労働基準監督署に提出していますか。（変更した場合も含む）

　　周知方法【 1.掲示・備え付け

 　ｳ 締結している場合，労働基準監督署に提出していますか。 

 ・「はい」の場合，労働基準監督署長の受領印の最新の日付 　　年　　月　　日

　 全従業員に対して，労働基準法第15条に定める内容の労働条件を明示した書面
　（労働条件通知書，雇用契約書等）の交付を行っていますか。

契約件名(工事名)

受注者の
従業員数

(住　　　所)

　全従業員数

（うち本工事従事者数）

　 毎年，定期的に健康診断を実施していますか。また，受診対象となる従業員全員が
　受診していますか。

　ｱ 賃金台帳等により適正に計算された給与を毎月，一定の期日を定めて通貨で支払
　っていますか。

※上記チェック項目で「いいえ」がある場合は,該当する項目番号と理由を記載すること

 　ｴ 本工事に従事する作業員（下請業者に雇用されている者を含む）の賃金について　  

　　　最低の賃金単価（時給）はいくらですか。

6．賃金（労働基準法24条，37条　最低賃金法）

7．社会保険（健康保険法・雇用保険法・厚生年金保険法）

　ｱ 下請発注を行う際，適正な見積期間を設け，協議により代金の決定を行い，書面に
    よる契約締結を行いましたか。

　ｲ 下請代金について，工事完了後に契約書等の定めにより，速やかに支払いを行いま
    したか。または，行う予定ですか。

8．下請（当該工事について下請工事があった場合のみ回答）（建設業法第20条，第24条の３）

　従業員の社会保険(健康保険，雇用保険，年金等)の手続きを適正に行っていますか。

1．法定3帳簿（労働基準法第107条，第108条）

　・労働者名簿，賃金台帳，出勤簿を整備していますか。

2．就業規則（労働基準法第89条，第90条，第106条）

4．労働時間，時間外及び休日の労働（労働基準法第36条）

5．安全衛生（労働安全衛生法第66条）

はい いいえ 対象外

はい いいえ 対象外

はい いいえ

はい いいえ

はい いいえ

はい いいえ

はい いいえ

はい いいえ

はい いいえ

はい いいえ

はい いいえ

はい いいえ

はい いいえ

はい いいえ

はい いいえ 対象外

対象外

高知市

3



愛知県

4



5



6



7



8



   別記第１号様式（第４条関係）

令和  年  月  日

 本契約に関する従業員の労働環境について、以下のとおり報告します。

１ 就業規則について ※該当する答えに〇をつけてください。

Q1

Q2

Q3

２ 安全衛生について

Q4

Q5

Q6

Q7

３ 労働時間の管理について

Q8

Q9

Q10

Q11

４ 賃金について

Q12

Q13

Q14

Q15

５ 法定帳簿等の整備について

Q16

Q17

６ 保険加入・その他について

Q18

Q19 建設キャリアアップシステムに登録していますか。

※「いいえ」と回答した設問について、理由を記入してください。

はい ・ いいえ

はい ・ いいえ

はい ・ いいえ

はい ・ いいえ

はい ・ いいえ

はい ・ いいえ

はい ・ いいえ

はい ・ いいえ

はい ・ いいえ

はい ・ いいえ

はい ・ いいえ

１時間あたり：         円 （職種：               ）

はい ・ いいえ

就業規則、雇用契約、労使協定等の労働条件について、適正な内容となっていますか。

就業規則を作成（変更）した場合、労働基準監督署に提出していますか。

就業規則を労働者に周知（書面交付、作業所への掲示等）していますか。

はい ・ いいえ

はい ・ いいえ

はい ・ いいえ

従業員に対し、採用時及び年１回の健康診断を実施していますか。

雇入れ時及び指導監督者への安全教育を実施していますか。

事故報告書の記録等、業務災害への対応状況は適正ですか。

従業員の労働日ごとの労働時間を適正に把握し、記録していますか。

はい ・ いいえ

休日及び休暇について、取得状況を適正に管理していますか。 はい ・ いいえ

労働環境報告書

江総経契第  -     -   号契約番号

事業者所在地

事業者名称

 また、本報告書の記入内容に関して、江東区から指示を受けた場合は、労働環境の改善報告書その他区が

必要と認める関係資料を提出することに同意します。

契約件名

区使用欄

代表者職氏名

担当者／連絡先 ／

事業者の規模に応じ、産業医、衛生管理者等の選任を適正に行っていますか。

休憩時間の管理は、法令に基づき適正に行っていますか。

賃金台帳等から適正な賃金の計算及び支払いが行われていますか。

時間外、休日及び深夜の割増料金を適正に支払っていますか。

賃金は通貨で全額を労働者に直接、毎月１回以上、一定の期日を定めて支払っていますか。

当該契約に従事する従業員のうち、最も低い賃金単価はいくらですか。

設問番号

36協定を労基署に提出していますか。またその運用を含めた労使協定は適正ですか。

労働者名簿、賃金台帳、出勤簿等は適正な記載事項で整備していますか。

労働条件通知書等を整備し、従業員に書面で交付していますか。

社会保険及び労働保険の加入状況は適切ですか。

理  由

はい ・ いいえ

江東区

9



公契約条例に係る賃金支払状況等の報告制度 （「神奈川県実施調査（R5.12 実施）」及び「沖縄県契約審議会資料（R4.9 実施）※印」を基に神奈川県作成） 

 岩手県 愛知県 奈良県 

報告の対象となる契約 工事：５億円以上 
委託：３千万円以上 

指定管理：３千万円以上 

工事：６億円以上 
委託：１千万円以上 

指定管理：適用外 

工事：３億円以上 
委託：３千万円以上 

指定管理：３千万円以上 

報告書の提出状況（令和４年度） 工事請負：契約件数（２）契約 提出件数（２）件 

業務委託：契約件数（21）契約 提出件数（９）件 

指定管理：契約件数（25）契約 提出件数（10）件 

【R4 年度締結契約ベース（R5.11.30 現在）】 

工事請負：契約件数（12）契約 提出件数（234）件 

業務委託：契約件数（16）契約 提出件数（16）件 

工事請負：契約件数（７）契約 提出件数（７）件 

業務委託：契約件数（３）契約 提出件数（４）件 

指定管理：契約件数（１）契約 提出件数（２）件 

下請け事業者の報告方法 下請負者の報告については、元請負者に取りまとめ

を依頼 

元請事業者に対し、報告書を下請事業者に作成させ、

委任又は請負に係る契約締結後速やかに当該下請事

業者から元請事業者に提出させ、それらを取りまと

めて契約担当課（県）に提出 

下請事業者がある場合、元請事業者が取りまとめて

提出 

報告制度についての事業者からの

意見・要望について 

・法令遵守状況に関する報告制度については、現状

を維持してほしいという意見 

・最低賃金だけでなく、最高賃金も上限を設けてほ

しいという意見 

報告対象の範囲を引き下げた場合、元請業者による

チェック機能がなくなり、取組が形骸化する可能性

があるとの意見 

条例に基づいた事務の手続が発生しているが、現在

までのところ、特に意見・要望等はなし 

報告制度についての労働者からの

意見・要望について 

・賃金下限額を設定して欲しいという要望 

・法令遵守状況に関する報告対象となる契約範囲を

拡大して欲しいという要望 

報告対象の範囲の引き下げを検討すべきとの意見 条例に基づいた事務の手続が発生してるが、現在ま

でのところ、特に意見・要望等はなし 

法令違反等があった場合の対応に

ついて 

これまで法令違反等は確認していないが、法令違反

等があった場合は、特定受注者にその旨通知し、講じ

た措置及び結果の報告を求めるほか、必要に応じて

調査を行う 

該当事業者に連絡し、労働関係法令及び報告書の設

問の趣旨を説明し対応を促す 

最低賃金未満の支払いや社会保険の未加入が確認さ

れ是正を求めた事例も含め、全ての労働者の最低賃

金及び社会保険ともに遵守されている 

報告未提出者の状況について これまで未提出の事業者はいないが、報告期限まで

に提出がない事業者には、担当から督促している 

契約担当課を通じて事業者に連絡し、速やかに提出

するよう促している 

報告書確認等に係る事務については特定公契約を締

結する所属にて対応しているため一元的に把握して

いない 

賃金支払状況等の報告の運用に係

る課題について 

非公開 特になし 

 

契約を締結する所属において、賃金支払状況等報告

書の受理、確認などによる業務量が増大している 

賃金支払状況等の報告制度が、賃

金上昇につながったか。 ※令和４

年度第１回沖縄県契約審議会資料 

判断しかねる 労働者の職種、職階、年齢、勤務状況、業務実績、さ

らには会社の収益など、様々な要因によって決定さ

れる賃金について、県が一律に分析できるものでは

ない 

最低賃金額が年々上昇しており、報告を求めること

が労働者の賃金上昇につながっているかどうかは不

明 

賃金支払状況等の報告制度の賃金

面以外の効果(成果) 

※令和４年度第１回沖縄県契約審

議会資料 

 

判断しかねる 公契約の作業現場においては、労働関係法令が概ね

遵守されていることを確認できた 

最低賃金未満の賃金支払いや社会保険の未加入が確

認された場合は是正を求め、全ての労働者の最低 

賃金及び社会保険の加入が遵守されていることを確

認しております。ただし、遵守状況を確認している内

容は法令に定められている事項であり、元から遵守

されているものに関しては、条例の影響は不明 

 

付属資料３-１ 



● ︓ 実施済みの取組
△ ︓ 一部実施の取組

（１）契約の適正化の推進と品質の確保
   

工事 物品 委託

工事 物品 委託 ● ● ●

● ● ●

● ● ● （３）地域産業の振興

● ● ●

● － －

● － ● ● ● ●

● － ●

● － （４）政策の実現への寄与

● － ●

● － －

● － △ ● － －

● － － ⑧ 社会的な価値の実現

● － －

● ● ● － ● ●

● ● ●

● ● ●

● ● ● ● ● ●

● ● ● ● ● ●

● ● ●

● ● ●

● ● ● ● ● ●

● ●

（２）労働環境の整備

● ● ●

● － ●
● － △
● － －

 県と契約した業者への賃金実態調査の実施

● － －

 入札参加資格者要件として社会保険加入を設定

 建設キャリアアップシステムの登録企業に総合評価方式の評価項目で加点

労働関係法令を遵守

 契約書等に最低賃金法など労働関係法規の遵守を明記

● － －

●
女性活躍推進法に基づく「えるぼし認定企業」に、競争入札参加資格認定の評価項目で加
点

入札・契約を通じて県の施策を促し、社会的な価値を引き上げます。

「再犯防止への取組み」に対し競争入札参加資格認定の評価項目での加点

④ 適正な労働条件の確保

健康経営に取り組む企業に、競争入札参加資格認定の評価項目での加点

工事成績評定点が80点以上の優良工事施工業者を対象とした入札参加資格を設定(②の再
掲)

神奈川県優良工事等表彰や神奈川県県土整備局優良工事等局長表彰を受賞した者に、競争
入札参加資格認定の評価項目での加点

 公正契約調査会議を設置し談合情報に対応 

障害者の自立を支援するため障害者就労施設等からの物品等の調達を促進

暴力団排除を徹底するとともに、業者の不正・不適切行為の排除

● ● ●
環境に配慮した取組を促進するため、ISO14001認証取得、ｴｺｱｸｼｮﾝ21認証取得者に、競
争入札参加資格認定の加点等で評価

 県暴力団排除条例に基づき、建設業許可申請時や入札参加資格認定時の県警照会

 暴力団等排除に係る解除と暴力団等からの不当介入の排除を契約書に明記

グリーン購入の推進

 指名停止措置要領に基づく指名停止措置の実施

障害者雇用の取組（⑤の再掲）

 独占禁止法違反に係る解除を契約に明記

子育て支援の取組（⑤の再掲）

● ●

⑦ 地域の安全・安心の確保

 労務単価の改正に係る特例措置の適用

県内経済の原動力となっている県内中小企業に配慮した入札制度

 インフレスライド条項の適用

 地域業者に配慮した地域要件の設定（条件付一般競争入札）

 積算基準及び単価の公表

 総合評価方式やプロポーザル方式の実施

社会に貢献した建設業者を評価し、県内中小建設業者の健全育成

 請負工事の成績評定の実施

 社会貢献企業を対象とした条件付一般競争入札の実施

 優良工事施工業者を対象とした条件付一般競争入札の実施

 いのち貢献度指名競争入札や総合評価方式の実施

 最低制限価格制度の活用

 低入札価格調査の実施

 入札参加資格者の等級別格付け

 中小建設業者に対する現場代理人兼務要件及び配置予定技術者の専任要件の緩和

 市場価格を勘案した適時適正な単価改定

② 工事・サービス等の品質の確保

事業者の技術力の評価と契約内容に適合した履行の確保

③ 不良業者・不適格業者の排除

⑥ 県内中小企業の受注機会の確保

取  組

● ● ●
 250万円超の発注案件について「条件付一般競争入札」の原則実施（「かながわ方式」
の実施）

 政府調達苦情検討及び入札・契約監視委員会の開催

 子ども・子育て支援の取組みに対し、競争入札参加資格認定の評価項目で加点

① 適正な競争のための環境づくり ⑤ 労働環境の改善への取組の促進

透明性の高い公平・公正な手続きによる入札契約制度の運用、公平な受注機会の確保、適切な価格の積算
障害者の雇用や子育て支援を促進する企業等へのインセンティブ

 障害者雇用の取組みに対し、競争入札参加資格認定の評価項目で加点

取  組

神奈川県の入札契約制度の取組内容
資料４



「熊本県の公契約条例（熊本県の契約に関する取組方針）」と「神奈川県」で実施している取組の比較              （〇：実施済の取組 △：一部実施の取組）  

熊本県の契約に関する取組方針 神奈川県での取組 

工事 委託・物品 

基本理念１  

契約の透明性、

競争の公正性

の確保及び不

正行為の排除 

１ 契約の透明性の確保 ○計画的な発注を適切に実施し、毎年度、定期的に入札等に係る発注の見通しを公表する。 〇 〇 

○一般競争入札の参加に必要な資格、契約を締結した際の入札(参加)者・落札者の名称、入札・落札金額等入札の過程及び契約

の内容に関する情報を公表する。 
〇 〇 

２ 競争の公正性の確保 ○契約の方法は一般競争入札を原則とし、公正性、機会均等性等を確保する。また、指名競争入札において、契約の内容に応

じ、業者選定要領等に基づき、適切に事業者の選定を行う。 
〇 ○ 

○随意契約は、任意に相手方を選択して契約を締結するという契約方法の例外であることから、その必要性や適用については、

関係規定に基づき客観的で具体的な理由を明確にする。 
〇 〇 

３ 談合その他の不正行為の排

除 

○指名停止等の措置要領を公表し、制度を周知するとともに、入札参加資格者が、当該要領に定める措置要件等に該当するとき

は、当該要領の規定に基づき指名停止を行うことにより、談合その他の不正行為の防止を図る。 
〇 〇 

○契約の透明性を確保し、情報管理の徹底を図るとともに、「入札談合等関与行為の排除及び防止並びに職員による入札等の公

正を害すべき行為の処罰に関する法律」の趣旨を踏まえ、発注者が関与する談合の排除及び防止に取り組む。 
〇 〇 

基本理念２  

総合的に優れ

た内容の契約

締結 

１ 適正な履行が通常見込まれ

ない金額による契約締結の防止 

○予定価格の設定において、契約の内容に応じ、その仕様書を適切に作成するとともに、最新の設計労務単価、資材等の実勢価

格、取引の実例価格、需給の状況、履行の難易、数量の多少、履行期間の長短等を考慮して適正な積算を行う。 
〇 〇 

○契約の内容に応じ、低入札価格調査制度や最低制限価格制度を適用し、その契約の内容に適合した施工・履行を確保する。 〇 ○ 

２ 価格以外の多様な要素の考

慮 

○一般競争入札において、契約の内容に応じ、事業の規模や技術的難易度等により、入札(参加)者の技術力等その他の条件と入

札価格を総合的に評価して落札者を決定する総合評価方式を採用する。 
〇 ○ 

○随意契約において、契約の内容に応じ、企画案を評価する企画コンペ方式や、価格以外に企画力、技術力等を総合的に評価す

るプロポーザル方式を採用する。 
〇 △ 

○契約の内容に応じ、資格や類似業務の履行実績など業務の実施に必要な要件を考慮した入札参加要件を定める。 〇 〇 

基本理念３  

誰もが安心し

て働き続けら

れる労働環境

の整備・活力あ

る地域経済の

振興 

１ 公契約の履行に係る業務従

事者の労働環境の整備 

○労働局等の関係機関と連携し、事業者等に対し、賃金、労働時間、及び労働安全等に関する労働関係法令遵守の働きかけを行

う。 
〇 〇 

○予定価格の設定において、最新の設計労務単価等による人件費や労働環境の整備に係る費用等を考慮して適正な積算を行う。 〇 〇 

○契約の内容に応じ、低入札価格調査制度や最低制限価格制度を適用し、ダンピング受注の排除を図り、業務従事者の賃金を確

保するなど、労働条件の悪化を防止する。 
〇 〇 

２ 県内事業者の受注機会の確

保 

○熊本県中小企業振興基本条例の趣旨を踏まえ、契約の内容に応じて県内に事務所又は事業所を有する者から調達を行うなど

の取組を推進する。 
〇 〇 

○契約の内容に応じ、県産品や県産資材等の使用を推進する。 〇 ― 

○建設工事における総合評価方式において、県内企業との下請け契約や県産資材の使用を評価する。 〇 ― 

３ 事業者による雇用環境の整

備、多様な人材が活躍する取組

の勘案 

○契約の内容に応じ、入札参加(者)資格審査格付又は企画コンペ等の契約の相手方を選定する方式において、ブライト企業の

認定を受けるなど働き方改革や雇用環境の整備等を推進する事業者の取組や、多様な人材の活躍推進に資する事業者の取組を

評価する。 

〇 〇 

○熊本県障がい者優先調達推進方針に基づく障害者就労施設等からの優先調達並びにシルバー人材センター、母子・父子福祉

団体及び就労訓練事業者からの優先調達を行う。 
― 〇 

４ 事業者による県産品の利用

の促進、その他活力ある地域経

済の振興に資する取組の勘案 

○契約の内容に応じ、入札参加(者)資格審査格付又は企画コンペ等の契約の相手方を選定する方式において、県産品・県産資材

等の使用や地域経済の振興に資する事業者の取組を評価する。 〇 〇 

基本理念４  

事業者が行う環境に配慮した事業活動など、持続

可能な社会の実現に資する取組の勘案 

○契約の内容に応じ、入札参加(者)資格審査格付又は企画コンペ等の契約の相手方を選定する方式において、SDGs 達成に向け

た取組や、環境に配慮する取組、社会貢献の取組など、持続可能な社会の実現に資する事業者の取組を評価する。 
〇 〇 

○物品購入において、熊本県グリーン購入推進方針に基づき、環境物品等の優先的な調達を行う。 
〇 〇 

付属資料４-１ 



熊本県の契約に関する取組方針（概要）
公契約を通じて、持続可能な社会の実現のための取組を推進します！

契約の透明性、競争の公正性の確保及び不正行為の排除

１ 契約の透明性の確保

２ 競争の公正性の確保

３ 談合その他の不正行為の排除

○計画的な発注を適切に実施し、毎年度、定期的に入札等に係る発注の見通しを公表する。

○一般競争入札の参加に必要な資格、契約を締結した際の入札(参加)者・落札者の名称、入札・落札金額等入札の
過程及び契約の内容に関する情報を公表する。

○契約の方法は一般競争入札を原則とし、公正性、機会均等性等を確保する。また、指名競争入札において、契約
の内容に応じ、業者選定要領等に基づき、適切に事業者の選定を行う。

○随意契約は、任意に相手方を選択して契約を締結するという契約方法の例外であることから、その必要性や適用
については、関係規定に基づき客観的で具体的な理由を明確にする。

○指名停止等の措置要領を公表し、制度を周知するとともに、入札参加資格者が、当該要領に定める措置要件等に
該当するときは、当該要領の規定に基づき指名停止を行うことにより、談合その他の不正行為の防止を図る。

○契約の透明性を確保し、情報管理の徹底を図るとともに、「入札談合等関与行為の排除及び防止並びに職員によ
る入札等の公正を害すべき行為の処罰に関する法律」の趣旨を踏まえ、発注者が関与する談合の排除及び防止に
取り組む。

総合的に優れた内容の契約締結

１ 適正な履行が通常見込まれない金額による契約締結の防止

２ 価格以外の多様な要素の考慮

○労働局等の関係機関と連携し、事業者等に対し、賃金、労働時間、及び労働安全等に関する労働関係法令遵守の

働きかけを行う。

○予定価格の設定において、最新の設計労務単価等による人件費や労働環境の整備に係る費用等を考慮して適正な

積算を行う。

○契約の内容に応じ、低入札価格調査制度や最低制限価格制度を適用し、ダンピング受注の排除を図り、業務従事

者の賃金を確保するなど、労働条件の悪化を防止する。

○一般競争入札において、契約の内容に応じ、事業の規模や技術的難易度等により、入札(参加)者の技術力等その
他の条件と入札価格を総合的に評価して落札者を決定する総合評価方式を採用する。

○随意契約において、契約の内容に応じ、企画案を評価する企画コンペ方式や、価格以外に企画力、技術力等を総
合的に評価するプロポーザル方式を採用する。

○契約の内容に応じ、資格や類似業務の履行実績など業務の実施に必要な要件を考慮した入札参加要件を定める。

○予定価格の設定において、契約の内容に応じ、その仕様書を適切に作成するとともに、最新の設計労務
単価、資材等の実勢価格、取引の実例価格、需給の状況、履行の難易、数量の多少、履行期間の長短等を考慮し
て適正な積算を行う。

○契約の内容に応じ、低入札価格調査制度や最低制限価格制度を適用し、その契約の内容に適合した施工・履行を
確保する。

１ 公契約の履行に係る業務従事者の労働環境の整備

誰もが安心して働き続けられる労働環境の整備・活力ある地域経済の振興

２ 県内事業者の受注機会の確保

３ 事業者による雇用環境の整備、多様な人材が活躍する取組の勘案

○熊本県中小企業振興基本条例の趣旨を踏まえ、契約の内容に応じて県内に事務所又は事業所を有する者から調達

を行うなどの取組を推進する。

○契約の内容に応じ、県産品や県産資材等の使用を推進する。

○建設工事における総合評価方式において、県内企業との下請け契約や県産資材の使用を評価する。

○契約の内容に応じ、入札参加(者)資格審査格付又は企画コンペ等の契約の相手方を選定する方式において、ブラ

イト企業の認定を受けるなど働き方改革や雇用環境の整備等を推進する事業者の取組や、多様な人材の活躍推進

に資する事業者の取組を評価する。

○熊本県障がい者優先調達推進方針に基づく障害者就労施設等からの優先調達並びにシルバー人材センター、母

子・父子福祉団体及び就労訓練事業者からの優先調達を行う。

事業者が行う環境に配慮した事業活動など、持続可能な社会の実現に
資する取組の勘案

○契約の内容に応じ、入札参加(者)資格審査格付又は企画コンペ等の契約の相手方を選定する方式において、

SDGs 達成に向けた取組や、環境に配慮する取組、社会貢献の取組など、持続可能な社会の実現に資する事業者

の取組を評価する。

○物品購入において、熊本県グリーン購入推進方針に基づき、環境物品等の優先的な調達を行う。

４ 事業者による県産品の利用の促進、その他活力ある地域経済の振興に資する取組の勘案

○契約の内容に応じ、入札参加(者)資格審査格付又は企画コンペ等の契約の相手方を選定する方式において、県産

品・県産資材等の使用や地域経済の振興に資する事業者の取組を評価する。

基本
理念１

基本
理念２

基本
理念３

基本
理念４

【推進体制】○学識経験者及び関係団体の意見聴取（条例第８条）

「熊本県公契約条例推進委員会」を設置

○庁内推進会議において進捗管理等 ○職員の研修等 取組の見直し 実施

推進委員会
（条例第８条）

取組方針

※基本理念にそった取組の実施

庁内推進会議

企画コンペ等における事業者の取組の評価について、評価項目や加点の方法等を検討します！
（令和5年10月頃～ 実施可能な事業から先行予定）

重点

労働関係法令遵守を担保する方法を検討します！（例：契約書や仕様書への記載等）重点

最低制限価格制度の基準等について検討します！重点

公契約条例の基本理念や県の取組について、様々な広報媒体を活用し、県民・
事業者に向けた効果的な広報・周知を図る。

効果的な方法を検討し、広報・周知を図ります！重点 【指定管理者制度における取扱い】（条例第９条）

「熊本県公の施設の指定管理者制度に係る運用指針」に条例の趣旨を反映

施行： 令和５年（２０２３年）４月１日

広報・
周知

《推進体制図》

（持続可能な社会の実現に寄与する熊本県公契約条例 第7条関係）



SDGsと地方自治体の政策課題

あらゆる人々が
活躍する社会
・働き方改革
・ジェンダー平等
・女性活躍推進
・障がい者雇用

等

健康増進
・健康寿命延伸
・高齢者福祉
・メンタルヘルス
・感染症対策
・健康経営促進

等

持続可能で強
靭な県土形成

・質の高い社会
インフラの構築

・レジリエンス
・水資源管理

・地域の文化資
源の保護と活用

等

地域活性化
科学技術イノ
ベーション

・i- Construction
・スマート農林
漁業
・観光産業

等

気候変動対策

・自然再生エネル
ギーの推進
・脱炭素社会
・食品ロス対策
・エシカル消費

・持続可能な開発の
ための教育（ESD)

等

平和と安全
安心社会
・人権保護
・犯罪防止
・暴力追放
・平和教育

等

生物多様性保
全、森林・海洋
の生態系保全
・里山保全
・有機農業

・持続可能な森
林管理
・海洋ゴミ対策

等

迫る危機
人口減少
縮小経済
財政危機

公共インフラ
の劣化
人材不足

公共投資・公共調達を通じた政策課題への対応（SDGs 12.7 持続可能な公共調達の推進）

・公共投資や公共調達のあり方の再定義
持続可能な社会資本整備、公共調達を通じた社会的課題への取組（社会的調達）、
社会的投資（ESG 投資等）の支援

・公共調達制度の改革
事業者の労働環境確保や社会的取組等を定めた公共調達基本条例の制定
新しい公共調達の担い手の育成、社会的調達や社会的投資の基盤整備

・新しい公共投資・公共調達のためのガバナンス構築
新しい監視メカニズム（公共調達審議会の設置など）

新しい公共調達の
理念・ルール策定

公共調達
基本条例

国の法制度の
限界

会計法、公共工事
の入札及び契約適
正化法、公共工事
の品質確保法、環
境配慮契約法、建
設業法、地方自治
法 等

神奈川県自治基本条例に基づく自治立法 ・公共調達の理念：持続可能
な社会資本整備、社会的価値
の実現、人権尊重、等

・公契約の基本方針：行政や
受注者の責務、公契約に従
事する労働者の適正な労働
環境の確保、公契約の適正な
履行、社会的課題への取組
の推進、等

公共調達制度改革の
アクションプラン

持続可能な社会資本の形成
と社会的価値の実現による
県民のウェルビーイング向上

新時代の公共調達（公契約）のビジョン
2024.1.31 
小池作成メモ資料５
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令和６年１月 31 日  

 

 

公契約条例の検討に当たっての意見（山本） 

 

 

 公契約条例の検討に当たっては、これまで条例を先行して導入している地方自治体の

例を類型化して当局より説明があったが、様々な課題があるものと考えており、以下の

とおり意見を申し述べる。 

 

１ 現状認識 

  建設業に従事する技能者の賃金状況を反映する公共工事設計労務単価（以下、「設計

労務単価」という。）は、平成 25 年以降、毎年度増加しており、令和５年度の全国の

設計労務単価は、平成 24 年比で 65.5％増加している。 

  また、主に下請として建設工事に従事する職別工事業の一日当たりの賃金について

も、直近６年間は年平均 3.4％増で推移するなど技能者を取り巻く賃金環境は改善さ

れてきている。 

  その一方で、昨今の厳しい人手不足の状況を背景として、設計労務単価では職人が

確保できず、設計労務単価を上回る金額で契約する事例も出ている。 

 

２ 賃金条項及び報告について 

（１）賃金の下限報酬額について 

ア 設計労務単価を基準に用いることについて 

    公契約条例を先行して導入している地方自治体の中には、賃金の下限報酬額を

設定している団体があり、多くは設計労務単価を基準としている団体が大多数で

ある。 

    しかしながら、設計労務単価はあくまでも公共工事の発注者が予定価格を算出

するために用いられる賃金調査の平均値であり、現に建設業に従事する技能労働

者の賃金は、経験や資格の有無に応じた給与体系となっており、建設キャリアア

ップシステム（以下「ＣＣＵＳ」という。）で示されている年収比較でも、最高位

と最下位の差は２倍以上である。 

賃金実態がこのような状況である中で、条例で下限報酬額について設計労務単

価を基準に一律で定めることは実態との乖離が大きすぎ、逆に熟練技能者の給与

を引き下げることにもつながりかねない。 
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イ 国における標準労務費の導入 

令和５年９月に発表された中央建設業審議会（以下、「中建審」という。）の基

本問題小委員会の中間とりまとめでは、適切な労務費等の確保や賃金行き渡りの 

担保の方策として、①設計労務単価とは別に中建審による「標準労務費」の勧告、

②受注者における不当に低い請負代金の禁止、③適切な水準の賃金等の支払い確

保を提言しており、「標準労務費」とは、適切な工事実施のために計上されるべき

中長期的にも持続可能な水準の標準的な労務費で、請負契約締結の際に労務費の

相場観を与える役割を持たせ廉売行為を規制するに当たっての参考指標として

用いるとされている。 

    また、技能労働者の賃金は、レベル別賃金目安に基づいて企業内で賃金を分配

すべくＣＣＵＳのレベルに応じた賃金形態を想定している。 

    このように、国において、適切な労務費が下請契約等において明確化されるル

ールを全国的に導入しようとしている中で、地方自治体が別の基準を設けること

は避けるべきである。 

 

（２）報告事務について 

   公契約条例の検討の中で、賃金の支払状況について報告を求めてはどうかという

議論があるが、建設業は、一次下請、二次下請等の重層構造から成り立っており、

携わる労働者も一人親方のほか、見習いから熟練工まで多種多様であり、雇用期間

についても長期の者と短期の者など様々である。現に建築工事の現場によっては、

工期中に 1,000 人を超える技能者が工事に携わっており、そうした中で、元請企業

が下請企業、一人親方に至るまで、すべての実態を把握し、指導することは極めて

困難であり、仮に把握できたとしても事務量は膨大なものとなる。公契約条例を既

に導入している県内市町村の工事を受注している会員企業からも、賃金状況の把握

の難しさと報告事務の煩雑さは相当なものであるという意見が出されている。 

  建設業では、2024 年問題である時間外労働規制や週休２日制といった働き方改革

を実現させるため、ＤＸなどの新技術の導入による生産性の向上や事務の省力化を

進め、発注者に対しても様々な提出書類の省略化や削減をお願いしているところで

あり、新たな事務負担はこの流れに逆行するものである。 

 

３ 理念条例について 

  令和元年に施行された「公共工事の品質確保の促進に関する法律の一部を改正する

法律」（以下、「品確法」という。）では、公共工事の品質を確保するとともに、働き方

改革への対応についても規定されている。 
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  具体的には、基本理念に公共工事等の受注者のみならず下請負人及びこれらの者に

使用される技術者、技能労働者等がそれぞれ重要な役割を果たすことに鑑み、適正な

請負代金・工期による請負契約の締結、公共工事に従事する者の賃金、労働時間その

他の労働条件、安全衛生その他の労働環境の適正な整備への配慮が規定されている。  

また、品確法では、国、地方公共団体、発注者、受注者の責務についても規定され

ており、受注者の責務では、「下請契約を締結するときは、下請負人に使用される技術

者、技能労働者等の賃金、労働時間その他の労働条件、安全衛生その他の労働環境が

適正に整備されるよう、市場における労務の取引価格、保険料等を的確に反映した適

正な額の請負代金及び適正な工期等を定める下請契約を締結しなければならない。」

（第８条第２項）と規定されている。 

このことから、公契約条例を理念条例として検討される基本理念、責務については、

既に品確法の中に盛り込まれていると考えられる。 

 

４ 結論 

  建設業界は深刻な人手不足が続いており、これを解消すべく国において公共工事の

品質確保はもとより、国・地方自治体すべての公共工事に携わる技術者・技能者の賃

金を改善し、時間外労働規制や週休２日制といった働き方改革を実行しながら、新３

Ｋ（給与・休暇・希望）の実現に向け、品確法の徹底、標準労務費の導入、ＣＣＵＳ

の活用などに取り組んでいるところであり、将来的には、民間工事にも波及させ建設

業に従事するすべて者の賃金の改善を図ろうとしている。 

  建設業界としても、新３Ｋの実現に向けて、品確法を遵守し、新たな制度が円滑に

導入されるよう取り組んでいるところである。 

さらに、建設業に従事する者の処遇を改善するためには、働き方改革に見合った予

定価格や工期の設定、最低制限価格の引上げ等の発注者の理解と協力も必要不可欠で

ある。 

  このように、国が中心となって建設業に係る制度や仕組みの見直しを進めている中

にあって、公契約条例の導入を図ろうとすることは屋上屋を重ねる議論であり、業界

に混乱を与えるものであるから条例制定には反対するものである。 

 


